
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成３１年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

 (3) ラスパイレス指数の状況

給　 料

元年度 98,753,825千円

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

区　　分

18,348,196千円

類似団体平均

　　　２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域

　　　　における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。)

　　　３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

13,003,455千円

一人当たり

元年度 3,293,635千円 6,614千円7,973,731千円

徳島市の給与・定員管理等について

30年度の人件費率

実 質 収 支

18.6% 19.5%

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

区　　分
（参考）人 件 費 率人 件 費住民基本台帳人口

（令和2年1月1日） 　　　　　　Ａ

286,249千円

Ｂ／Ａ

歳 出 額

　　　　　　Ｂ

253,054人

　　計　　Ｂ

1,736,089千円

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

6,650千円

給与費 B/A職員手当

1,966人
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　①　給料表の見直し

　　[　　実施　　　未実施　　］

　　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　　（給料表の改定時期）　平成２７年４月１日

　　（内容）一般行政職の給料表の水準について、平均２％引き下げました。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３

　　１日まで）の経過措置（現給保障）を実施しました。

　　　他の給料表についても、一般行政職との均衡を踏まえて見直しを実施しました。

　② 地域手当の見直し

　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　　（支給割合）　国基準３％に対し、徳島市においても３％を支給します。

　　（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日時点は１％、給与改定後は

　　平成２７年４月に遡及し２％、平成28年4月1日から３％を支給しています。

　　（参考）

　③ その他の見直し内容

　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。（平成２７年４月１日実施）

　　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の

　見直し等に取り組むとされています。

　徳島市の支給割合

遡及
改定後

２ ％

２ ％

平成27年度の
支給割合

４月１日
時点

平成26年度の

支給割合

０ ％

０ ％

　国基準による支給割合

平成28
年度の
支給割

合

平成29
年度の
支給割

合

平成30
年度の
支給割

合

令和元
年度の
支給割

合

令和2年
度の支
給割合

１ ％

１ ％

３ ％

３ ％

３ ％ ３ ％ ３ ％ ３ ％

３ ％ ３ ％ ３ ％ ３ ％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２９年～令和元年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を含んでいます。）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度

 に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

2.10

―

自家用乗用
自動車運転者

―

3,074,0001.7046.3

370,785

Ｃ／Ｄ

2,862,400

108

―

46.2

55.9

― ―

―

218,800

用務員

年収ベース（試算値）の比較

参　考

373,248

民間
（Ｄ）

328,862

平均年齢

207,900

―

51.0

50.9

1.76

2.30

4,166,100

平均給与月額
（Ｂ）

6,583,968

1.52

公務員
（Ｃ）

―

7,321,720

228,600

1.90

― ―

6,460,468調理士

― ―

2.627,734,884

国

457,360

415,800

390,171354,696

歳

うちその他 51.7 399,885

360,452

394,589

393,036

382,440

129

58.4

109

2,952,40061.3

―

5

387,530

474,282

388,114

徳島市

300,100

うち用務員

うち学校給食員

うち自動車運転手

うちその他

287,283

376,597

徳島県 56.6 42

329,529

Ａ／Ｂ
対応する民間
の類似職種

民　　　間

類似団体平均

うち清掃職員

2.17

―

417,068387,320

378,155

公　務　員

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給与月額
（Ａ）

職員数

316,271

51.9うち学校給食員

52.3

人

類似団体平均

区　　分

徳島市

434,916

平均給与月額

（国比較ベース）

326,146 361,741404,70342.8

367,625

うち用務員 363,800

平均給料月額

徳島県

平均年齢

44.0

区　　分

区　　分

うち清掃職員

41.6

43.2

平均年齢

50.4

徳島市

歳

平均給与月額

417,263

386,588

333,840

71

394,480

平均給料月額

385

廃棄物処理業
従業員

―

357,921

国

362,192

327,564

361,535

408,868

51.6

71

2,319

うち自動車運転手

―
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技能職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、地方公務員法第２４条第３項の規定に基づき、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を

　　考慮して定めることとされております。

　　　このことから、本市の給与制度は、人事委員会を設置し、県内の民間給与を反映している徳島県の給与制度に準ずることを基本

　　に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　本市の技能職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、次の見直しを行いました。

　　(1)　1級制の給料表から徳島県と同じ5級制の給料表に切替え（平成１９年１月実施）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入（平成１９年１月実施）

　　(3)　高齢層職員の昇給停止制度の導入（平成２５年１月実施）

　　(4)　給与構造改革における経過措置の廃止、これに伴う経過措置を規定（平成２６年４月から平成３０年３月まで実施）

　　(5)　給与制度の総合的見直しにより、技能職給料表の水準を平均２％引下げ（平成２７年４月実施）

　　(6)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ（各種手当の見直し等に応じ随時実施）

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　 

　　　　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

　　　　 もの）で算出しています。

平均給料月額 平均給与月額

364,518 432,288

40.8

430,128

区　　分

類似団体平均

平均年齢

46.2

類似団体平均

平均給与月額

379,339

平均給料月額

321,663

平均年齢

44.7

徳島市 42.9 362,013 395,118

区　　分

徳島県

442,036

42.1

徳島市 391,575

387,576

4



 (2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和２年４月１日現在）

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

（注）１　徳島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

16.0

180

264,200

399,517

182,200

―

経 験 年 数 ３ ０ 年

―

経 験 年 数 １ ０ 年

標準的な職務内容 職員数 構成比

主事・技師

―

５　級

410,20010.0課長

388,575

417,492

大　学　卒

427,960

―

一般行政職

150,600

幼稚園教育職 大　学　卒

最高号給の
給料月額

377,830

204,000

350,000

154,900

143,800

高　校　卒

322,314

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

306,224

高　校　卒

9.0

大　学　卒

322,983

３　級

技能労務職

大　学　卒

高等学校教育職

１　級

２　級

382,806

152,700

大　学　卒

139,900

区　　　　　分

148

146,100

主事・技師

一般行政職

398,820

204,000

幼稚園教育職

335,296

区　　分

高等学校教育職

340,084

388,672

365,333

210,800

238,225

経 験 年 数 ２ ５ 年

150,600

区　　　　　分 徳　島　市

４　級

国

195,500

１号給の
給料月額

19.8係長

大　学　卒

83

147,900

182,200

280,371

247,600

304,200

147,900

368,680

中　学　卒

188,700

徳　島　県

139,900

経 験 年 数 ２ ０ 年

403,763

24 2.6

231,50019.4係長

319,200

0.8

22.4

183

289,700

381,000

課長補佐

副部長

93

部長

393,000208

７　級

６　級

８　級

444,900

468,600

362,900

408,1007

―
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 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政（一））　（令和２年４月１日現在）

 (3) 昇給への人事評価の活用状況

昇給可能な
区分

令和2年4月2日から令和3年4月1日までにおける運用

　上位、標準、下位の区分 ○

　上位、標準の区分

　標準、下位の区分

　標準の区分のみ（一律）

昇給実績が
ある区分

昇給実績が
ある区分

○ ○

  イ　人事評価を活用している

管理職員 一般職員

活用予定時期

○

昇給可能な
区分

活用している昇給区分

  ロ　人事評価を活用していない

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級
徳島市（R2）

国家公務員（R2)

給

料

月

額

昇 給

令和２年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

市１級

市３級

市２級

市５級

市４級

市７級

市６級

市８級
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　２３～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

 (2) 退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

（令和２年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

  イ　人事評価を活用している

2.60 1.90 2.60

東京都特別区

未定 未定

活用している成績率

　標準、下位の成績率

管理職員

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

19.6695

国の制度（支給率）

1 20

1.45

　標準の成績率のみ（一律）

2.60

令和２年度中における運用

  ロ　人事評価を活用していない

1.45

一般職員

―

徳島市

１人当たり平均支給額（令和元年度）

国

活用予定時期

20

47.709

124,411

支給対象地域

33

5,605

39.7575

21,347

支給対象職員数支給率

2,176

国

24.586875

33.27075

39.7575

支給可能な
成績率

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

47.709

270,842

28.0395

1,757

1.90

徳島市

支給実績（令和元年度決算）

0.900.90

1.90

１人当たり平均支給額（令和元年度）

1,689

徳島県

0.90

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

徳島市

支給実績が
ある成績率

　上位、標準の成績率

　上位、標準、下位の成績率

19.6695 24.586875

33.2707528.0395

47.70947.709

1.45

47.709

47.709
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 (4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

道路維持課に勤務する職員

税務事務手当

土地取得等のための権利
者との交渉業務

道路上業務手当

1,114 千円

月額15,000円

学校に勤務する職員

動物取扱業務等

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ）

保育士，社会福祉主事等

環境事業所等に勤務する職員

動物園業務手当

用地交渉業務手当

高さ10ｍ以上の足場の不安
定な箇所での業務等

動物園業務手当
（技能職員）

月額8,600円～12,800円

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

千円9,578

税務事務所に勤務する職員

動物園に勤務する職員

千円

支給実績（令和元年度決算）

1,338 千円

0 千円

教育特殊業務手当

消防業務手当

非常災害時等の困難な緊
急業務，生徒を引率して行
う困難な指導業務等

14,720

日額660～760円

日額870円

日額250～350円

日額200～8,000円

千円

225

1勤務1,100～2,300円

用地交渉業務に従事する職員

248

千円

1,706

千円

454,912

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

手当の種類（手当数）

1勤務250～4,000円

日額870円

34,104

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の

427,289

救急，人命救助，消防，国
際緊急援助活動等

深夜における勤務

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 元 年 度 決 算 ）

千円

高所等における業務を行う職員

動物園に勤務する獣医師

高所等業務手当

消防職員

支 給 実 績 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ）

2,392

環境事業所，消防局等に勤務す
る職員

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

税務事務

主な支給対象業務

198,067

主な支給対象職員
支給実績

（令和元年度決算）

交通遮断せずに行う道路の
維持修繕業務

千円環境保全業務手当

手当の名称

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ）

月額8,000円又は
日額720円

左記職員に対する
支給単価

夜間等業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 40.1

動物取扱業務

172,912

17,627

日額440～960円

12

千円

56,800

出張して行う事務

保育業務，専門的な指導又
は助言等の業務

321

徴収事務手当
国民健康保険料，介護保険料
等の徴収事務に従事する職員

33,212福祉業務手当

日額870円

千円

ごみ収集，下水道の維持管
理等に関する業務

8



 (6) その他の手当（令和２年４月１日現在）

異

242,097千円

同
祝日，年末年始の休日に勤務した職員
に支給

通勤手当

交通機関利用者
　定期券（6箇月を超えない範囲内で最も
　長い期間のもの）の価格
　（１箇月の支給限度額　55,000円）
自動車等利用者
　片道の使用距離の区分（2ｋｍ以上）に
　応じ23,900円まで

（令和元年度決算）

高等学校教員特別手当

16,466円

平均支給年額

住居手当

678,336円

147,028千円

異

69,341円

205,073千円

34,893千円

高等学校に勤務する教育職員に支給

①管理職が，臨時又は緊急の必要等によ
り週休日又は休日等に勤務した場合に支
給
　1勤務につき4,000円～10,000円

②管理職が，災害への対処その他の臨時
又は緊急の必要により週休日等以外の日
の午前0時から午前5時までの間であって
正規の勤務時間以外の時間に勤務した場
に支給
　1勤務につき2,000円～5,000円

161,540円

148,556千円

4,160千円

国の制度
との異同

管理監督の地位にある職員（部長，副
部長，課長，課長補佐等）に対して支給

手当額は職務の級及び役職に応じて
定額を支給　31,200円～104,600円

316,189円同

扶養手当

（国の制度）
交通用具使用者
　片道の使用距離
　の区分に応じ
　31,600円まで

休日勤務手当

同

支給実績
（令和元年度決算）

借家・借間居住者
最高支給限度額　28,000円

256,731円

3,606千円

156,407千円

112,000円

支給職員１人当たり

82,103円

手　当　名

(国の制度）
手当額の相違

①6,000円
～12,000円

②3,000円
～6,000円

管理職手当

(国の制度）
手当額の相違
49,600円～
116,500円

異

管理職員特別勤務手当

深夜に勤務した職員に支給 同

国の制度と
異なる内容

夜間勤務手当

内容及び支給単価

配偶者及び父母等　 6,500円
子　10,000円
16歳～22歳の子1人についての加算
 5,000円
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５　特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

円／ 円

円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　令和２年６月１日から、市長の給料月額を５０％減額し、同年７月１日から、副市長の給料月額を１０％減額しています。

　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

          勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

80

88

（類似団体の人口１万当たり職員数

108.91

欠員不補充による減員

上下水道事業統合による体制見直し
（一般会計事業の受託など）

790

欠員不補充による減員

業務体制の見直しによる増員など

52

11

その他

69

▲ 23

水道

[ 3,068 ］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

130

　円

[ 3,142 ］

阿波おどり事業の民間委託による減員など

上下水道事業統合による減員など

▲ 2

44.22

＜参考＞

業務体制の見直しによる減員

2,779合　　計

1,9661,993

業務体制の見直しによる減員など

0

▲ 10429

26

46

業務体制の見直しによる減員など

▲ 8

主 な 増 減 理 由

896,000

[ ▲74 ］

2,756

4

（参考）類似団体における最高／最低額

25,253,384

439

▲ 2

47

給 料 月 額 等

714,000

　円844,000

退
職
手
当

給料月額×４×在職年数×0.962＋一般職の
例により計算した金額

民生

606,000

281

議 員

普
通
会
計
部
門

欠員不補充による減員

3.30

＜参考＞

▲ 3

小　計

132

77.69

98

1,307 ＜参考＞

3

60.70

50.86

下水道

724,000

89

439

27

対前年
増減数令和２年度

463,000

786

病院

1

56 ▲ 4

給料月額×４×在職年数×0.962＋一般職の
例により計算した金額

税務

第 一 副 市 長

交通

647,000 420,000

441

小　計

0

1,287

日勤救急隊の体制強化による増員

　円

勝占認定こども園の新設による増員など

欠員不補充による減員

報

酬

副 議 長

土木

第 二 副 市 長

診療部の体制見直しによる減員
（類似団体の人口１万当たり職員数

市 長

15,816,560

15

▲ 20

250

▲ 27

1

16,791,040

市 長

606,000

417

▲ 7

152

247

計

労働

商工

令和元年度

議 長

議 長

　　（令和元年度支給割合）

▲ 1

教育部門

消防部門

第 二 副 市 長

第 一 副 市 長

660,000

0

▲ 1

288

3.25

930,000

期
末
手
当

一
般
行
政
部
門

416

263

▲ 1

議 員

給料月額×５×在職年数×0.962＋一般職の
例により計算した金額

149

0

給

料

675,800

15

衛生

区 分

255

　　（令和元年度支給割合）

退職時

農林水産

職 員 数　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

1,118,000

副 議 長

議会

792,0001,130,000

市 長

総務

99

副 市 長

400,000
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 (2) 年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

（単位 ： 人 ・ ％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

2,859

20歳

公営企業等会計計

248

1,9662,073

65人

52歳40歳

786

2,849

786

総合計

247

２９年

～

474

39歳 51歳

439

2,821

元年

247

２８年

1,287

453

計

286人 400人

(0.8%)

▲ 107

未満

2

1,308

～ ～

32歳 44歳

２７年

▲ 50

250

▲ 59

23歳

区　分

職員数

59歳

～

247

～

1,334

過去５年間

(▲ 10.4%)

一般行政

以上

28歳 48歳24歳

～

55歳

289人

2,795

6人

普通会計計

35歳

242人 245人

36歳

479

1,346

794

281人 379人

60歳

47歳

790

1,307

～

56歳

27歳

247

429

1,9932,008

2,756 ▲ 103

～

143人

464

41人379人

43歳

(▲ 5.2%)

教育

年　度

(▲ 4.4%)

20歳

1,320

～

2,756人

(▲ 3.6%)2,779

(0.5%)787

2,055

790

～

31歳

部門別
２年

の増減数（率）
３０年

4

消防

2,031

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

 (1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費 243,274千円を含みません。

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

区　　分

元年度 4,462,998千円

6,239千円

総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

実質収支 職員給与費比率 ３０年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

540,586千円 924,960千円 20.7% 20.1%

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

元年度 142人 588,050千円 66,735千円 231,182千円 885,967千円 6,165千円

区　　 分 平均年齢 基本給 平均月収額

徳 島 市 43.5 358,083 539,132

市 町 村 平 均 44.2 339,529 512,723

徳島市（水道局） 徳島市（公営企業職員除く）

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,714 1,689

2.60 1.90 2.60 1.90

1.45 0.90 1.45 0.90

徳島市（水道局） 徳島市（公営企業職員除く）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

0 21,812 5,605 21,347

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。
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ウ　地域手当

（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

支給実績（令和元年度決算） 18,205

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 128,205

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

徳島市(第十浄水場を含む) 3 143 3

支給実績（令和元年度決算） 4,123

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 55,720

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 52.1

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和元年度決算）
左記職員に対する

支給単価

集金手当(R2.4.1～徴収事
務手当)

滞納整理業務又は随時徴収業務に
従事した職員

出張して徴収業務 0 千円
日額720円又は380円
(R2.4.1～は日額720のみ）

非常招集手当

勤務時間外において、緊急・突発事
故等に対処するため非常招集を受け
た職員（その体制づくりを命ぜられた
職員を含む。）

突発的な公道漏水事
故又は浄水施設の故
障等に対応するための
業務

134 千円
1勤務1,600円又は1,300円
日額600円(日額について
はR2.4.1～はなし）

作業手当

R2.4.1～
上水道業務手当

水道施設の修繕・清掃業務、浄水施
設の汚泥処理、高圧電気設備及び機
械設備の取扱・点検業務、有害物質
を使用する作業、水道メーターの開
閉栓、給水装置の現地調査指導検査
業務に従事した職員

施設の維持管理・修繕
業務等

2,855 千円 日額250円～870円

R2.4.1～
夜間等業務手当

浄水場に勤務する職員で正規の勤務
時間内の全部又は一部として午後10
時から翌日の午前5時までの間にお
いて機器操作業務に従事した職員

深夜における業務 1,134 千円

1勤務1,300円
R2.1～1勤務(4時間以
上)2,300円、(4時間未
満)1,900円

用地交渉手当(R2.4.1～）

上下水道局の用に供する土地を取得
又は境界設定協議のため現地にお
いて権利者との交渉業務に従事した
職員

用地交渉等業務 0 千円
１日につき760円(4時間以
上)、660円(4時間未満）

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 26,777

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 211

支 給 実 績 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 32,446

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 253

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （令和元年度決算） 平均支給年額

（令和元年度決算）

扶養手当 一般行政職と同じ 同 22,924 千円 249,168

住居手当 一般行政職と同じ 同 9,033 千円 273,742

通勤手当 一般行政職と同じ 同 12,065 千円 92,096

管理職手当 一般行政職と同じ 同 9,822 千円 654,800

夜間勤務手当
勤務1時間あたりの給与額の
100分の50(R1.12.31まで)
R2.1.1から一般行政職と同じ

同 4,085 千円 340,431

管理職員特別勤務手当 一般行政職と同じ 同 182 千円 14,000

単身赴任手当 一般行政職と同じ 同 648 千円 648,000
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 (2) 旅客自動車運送事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

4

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

（うちバス事業運転手）

歳 人 円 円 歳 円

歳 人 円 円

円 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

　　　　 （平成２９年～令和元年の３ヶ年平均）

　　　２　民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているわけではありません。

　　　　（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を

　　　　　含んでいます。）

　　　３　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。

　　　４　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均月収額を１２倍した試算値です。

一人当たり給与費

6,504千円

519,702千円

238,976千円

給与費 B/A

総費用に占める

540,909

元年度

元年度

Ｂ　

徳 島 市

▲ 5,654千円

純損益又は

区　　分

Ａ  

51,408千円

総費用

実質収支 職員給与費比率

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

65人

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

638,055千円

３０年度の総費用に占

385,075千円

82.0%

める職員給与費比率

94,691千円

Ｂ／Ａ

81.5%

職員給与費

53.3 318,957 482,427

区　　分

公　務　員 民　　　間 参　考

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

（Ａ）
対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均月収額

（Ｂ）
Ａ／Ｂ

5,924千円

徳　 島 　市 54.5 43 322,891 499,483 営業用バス運転者 52.0 340,300 1.47

市 町 村 平 均 50.1 325,438

市町村平均 50.7 48 318,937 542,842 ― ― ― ―

区　　分

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
（Ｃ）

民間（徳島県）
（Ｄ）

民間（全国）
（Ｅ）

Ｃ／Ｄ Ｃ／Ｅ

徳　 島 　市 5,993,796 4,083,600 4,607,400 1.47 1.30
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交通局職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を考慮して定めることとされております。

　　　また、交通局職員の給与制度は長年にわたる経営健全化策の中で、様々な抑制策を実施しており、今後も他都市の状況等を勘

　　案しながら、適正な給与制度を構築していくことを基本に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　交通局職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、平成１９年１月に次の見直しを行いました。

　　(1)　給料表の改定（昭和６０年代より３級までの昇格運用を実施しています。）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入

　　(3)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ

　３　その他

　　　交通局職員の職員数については、事務事業の見直しや外部委託の推進により、令和６年度までに令和元年度の職員数と比べて

　　１８人削減する計画を実施中です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,426 1,689

2.60 1.90 2.60 1.90

1.45 0.90 1.45 0.90

28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

3,246 12,932 5,605 21,347

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（令和元年度決算） 7,309

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 119,819

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

徳島市 3 61 3
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エ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

円

円

円

円

 (3) 病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和２年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

元年度 457人 1,786,615千円 966,585千円 768,885千円 3,522,085千円 7,707千円 6,949千円

元年度 10,795,806千円 84,853千円 5,012,852千円 46.4% 46.3%

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

区　　分

総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

実質収支 職員給与費比率 ３０年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

支給実績（令和元年度決算） 1,741

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 40,493

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 66.2

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和元年度決算）
左記職員に対する

支給単価

中休手当 運転手 中休勤務 1,741 千円 1時間につき100円

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 24,212

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 391

支 給 実 績 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 20,768

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 320

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （令和元年度決算） 平均支給年額

（令和元年度決算）

管理職手当 一般行政職と同じ 同 1,657 千円 552,400

扶養手当 一般行政職と同じ 同 9,485 千円 231,329

住居手当 一般行政職と同じ 同 1,310 千円 262,080

通勤手当 一般行政職と同じ 同 5,692 千円 96,468
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

ア　医師

歳 円 円

歳 円 円

イ　看護師

歳 円 円

歳 円 円

ウ　事務職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率２％～４５％） （割増率２％～４５％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師 16 60 －

徳島市 3 393 3

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

895 22,808 5,605 21,347

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（元年度決算） 108,440

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 247,105

2.60 1.90 2.60 1.90

1.45 0.90 1.45 0.90

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

徳 島 市 40.10 322,618 528,721

市 町 村 平 均 42.9 322,576 497,990

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,713 1,689

徳 島 市 47.4 597,575 1,423,784

市 町 村 平 均 45.0 570,298 1,417,337

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

徳 島 市 41.8 334,666 506,818

市 町 村 平 均 39.7 295,171 474,760

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額
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エ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

管理職員特別勤務手当 一般行政職と同じ 同 445 千円 23,421

宿日直手当

＜管理職手当を受ける医師＞
18時間以上　47,200円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　  26,200円
5時間未満　  15,700円
＜上記以外の医師＞
18時間以上　42,000円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　  21,000円
5時間未満　  10,500円
＜薬剤師・放射線技師・臨床検
査技師＞
18時間以上　9,150円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　  6,100円
5時間未満　  3,050円
＜看護師及び助産師＞
18時間以上　11,550円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　    7,700円
5時間未満　    3,850円

39,751 千円 414,068

管理職手当 一般行政職と同じ 同 29,504 千円 1,017,352

夜間勤務手当 一般行政職と同じ 同 34,152 千円 184,603

初任給調整手当 医師に対して支給 国の制度と同じ 199,232 千円 3,213,410

扶養手当 一般行政職と同じ 同 46,604 千円 237,776

住居手当 一般行政職と同じ 同 29,410 千円 306,353

通勤手当 一般行政職と同じ 同 27,634 千円 81,275

支 給 実 績 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 286,379

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 元 年 度 決 算 ） 668

支 給 実 績 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 264,177

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ３ ０ 年 度 決 算 ） 636

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

　　　を除く。）であり、再任用短時間勤務職員を含んでいます。

一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （令和元年度決算） 平均支給年額

（令和元年度決算）

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和元年度決算）
左記職員に対する

支給単価

医療業務手当 医師、薬剤師、臨床検査技師等
医療、調剤、臨床
検査業務等

54,084 千円 月額2,400～90,000円

夜間等業務手当 医療職給料表の適用を受ける職員 深夜における業務 110,954 千円 １勤務400～18,600円

支給実績（令和元年度決算） 165,038

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 491,185

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 73.4
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